
（様式５） 条例個人情報ファイル簿 

 

個人情報ファイルの名称 経営承継円滑化法 申請者管理簿 

実施機関の名称 長野県知事 

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称 

産業労働部 経営・創業支援課 

個人情報ファイルの利用目的 

中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律及び同法

施行規則に基づく申請者の記録を保有し、同法令の施行事務

に資する。 

記録項目 

１.申請年月日、 

２.行政文書番号、 

３.会社名、 

４.代表者の氏名、 

５.特定／特例後継者の氏名、 

６.特定／特例代表者の氏名、 

７.主たる事業内容、 

８.資本金の額又は出資の総額、 

９.常時使用する従業員の数、 

１０.手続内容、 

１１.手続き結果、 

１２.認定・確認をしない場合の理由、取消事由、 

１３.手続結果の年月日、 

１４.贈与／相続の日、 

１５.贈与／相続認定申請基準日、 

１６.贈与／相続税申告期限、 

１７.贈与／相続報告基準日、 

１８.認定の有効期限、 

１９.贈与／相続認定申請基準年度、 

２０.合併効力発生日等・株式交換効力発生日等、 

２１.合併・株式交換等の種類、 

２２.新会社名・株式交換完全親会社等の名前、 

２３.臨時贈与／臨時相続報告基準日、 

２４.計画的承継確認又は認定時当初の行政文書番号、 

２５.会社の郵便番号、 

２６.会社の住所、 

２７.会社の電話番号、 



２８.会社法人等番号、 

２９.第一種・第二種、 

３０.贈与／相続時における受贈者の住所、 

３１.贈与／相続時の総株主等議決権数、 

３２.後継者の贈与／相続時の保有議決権割合、 

３３.後継者の贈与／相続直前における保有議決権数／割合、 

３４.後継者の贈与／相続直後における保有議決権数／割合、 

３５.切替確認年月日、 

３６.贈与者／後継者の生年月日、 

３７.贈与の日における贈与者／後継者の年齢、 

３８.相続の日における被相続人／後継者の年齢、 

３９.贈与／相続により取得した株式の数、 

４０.相続の開始の直前／贈与の時における被相続人／贈与者

と後継者との関係、 

４１.租特法第70条の7の5／第70条の7の6の適用を受ける議決

権の数、 

４２.猶予継続贈与が行われた場合の有無、 

４３.猶予継続贈与が行われる前の認定案件の整理番号、 

４４.特定資産の帳簿価額／運用収入の合計額、 

４５.特定資産の帳簿価額等の合計額が資産の帳簿価額等の総

額に対する割合、 

４６.特定資産の運用収入の合計額が総収入金額に占める割

合、 

４７.資産の部／純資産の部の合計額、 

４８.売上高、 

４９.当期純利益／当期純損失の額、 

５０.相続税総額＜見込額＞、 

５１.株式等に係る納税猶予額＜見込額＞、 

５２.一株当たりの評価額、 

５３.贈与／相続の時の従業員数、 

５４.贈与／相続の報告基準日の従業員数、 

５５.期間内平均の従業員数、 

５６.特例承継計画の新規／変更の種別、 

５７.特例承継計画に係る報告の要否、 

５８.特例承継計画に係る報告の確認年月日、 

５９.特例代表者／特例後継者の代表権の有無、 

６０.承継予定の時期、 

６１.後継者の数、 



６２.代表権を有している後継者の数、 

６３.認定支援機関の種類／連絡先／名称／ID、 

６４.先代事業者の主たる事務所の所在地、 

６５.事業活動の継続に支障を生じさせる事由、 

６６.支援形態、 

６７.租特法第70条の7第35項／第70条の7の2第40項の税務署

等への通知年月日／文書番号、 

６８.備考欄 

 

記録範囲 経営承継円滑化法令に基づく申請者（平成20年10月1日以降） 

記録情報の収集方法 経営承継円滑化法令に基づく申請 

要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨 

含まない 

記録情報の経常的提供先 経済産業省 関東経済産業局  産業部 中小企業金融課 

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地 

（名 称）長野県産業労働部 経営・創業支援課 

（所在地）〒380-8570 長野市大字南長野字幅下692-2 

訂正及び利用停止に関する他
の法令の規定による特別の手
続等 

― 

個人情報ファイルの種別 

☑法第60条第2項第１号 

 （電算処理ファイル） 
□法第60条第2項第２号 

 （マニュアル処理ファイル） 政令第21条第7項に該当す

るファイル 

    □有 ☑無 

備   考  

 


